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研究成果の概要（和文）：農村地域の住民をはじめとした多様な関係者の参加を通して、行政サ

ービスの提供や地域環境保全機能の向上を可能にする近隣システムの構築に関して、フランス

に見る多様な人材を参加させる制度と重層的なネットワークの形成について明らかにした。特

に、生産者をはじめとした有機業界が組織する非営利社団に加えて、慣行農業団体内に配置さ

れる有機農業の推進グループや地方団体の有機農業振興担当者など、従来の農業界に比べて、

業界-地域の双方のネットワークについて示した。 

 

研究成果の概要（英文）：This study shows the systems enabling diverse talent to participate 

and formation of diverse institutional networks in the process of the construction of 

neighborhood governance system promoting provision of administrative service and 

enhancement of local environmental preservation in French rural areas. In particular, 

stakeholders such as associations set up by organic sector, promotion group formed in 

conventional agricultural organization and promoters of local government has shaped local 

networks in sectorial and territorial manner. 
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１．研究開始当初の背景 

財政と人員の削減による直接的な自治体
の介入の後退を，住民参加型行政を推進する

ことで補う試みが各地で進められるように
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なった。地域自治組織の形成に注目が集まる

ように，我が国農村の地方制度の中に，住民

と行政との距離の広がりを縮め，後退する行

政サービスを補完する住民の直接的な参加

と運営に基づいた近隣自治を埋め込むこと

は喫緊の課題となった。 

 

２．研究の目的 

住民参加を推進し内外からの人材供給を

可能にする枠組みの比較を通じて，農村にお

ける新たな近隣システムの構築の条件を解

明する。 

 

３．研究の方法 

（1）フランス国コートドール県サンセーヌ

アベイ郡における 2008年コミューン議会選

挙の結果とその後の人材配置について、機関

調査ならびにメール（市町村長）等からのヒ

アリングを行った。また、リヨン農業技術院

（ISARA）、農業環境技術研究センター

（CEMAGREF）クレールモンフェランセンター、

および食品・動物衛生・農学・環境高等教育

研究機構（VetAgro Sup）の研究協力により、

ドローム県およびピュイドーム県における

有機農業をはじめとした環境低負荷型の農

業振興の課題と組織体制、人材の配置につい

て、機関調査ならびにヒアリングを実施した。 

 

（2）宮城県丸森町Ｈ地区において、指定管

理者制度に基づき地域住民が組織する管理

組合が主体となって、観光施設（滞在型市民

農園）の管理運営を行う事例をとりあげ、管

理運営の実態や組織体制、人材の配置に関す

る課題について調査・ヒアリングを実施した。

また、福島県南相馬市 K集落において、有機

農業に取り組む集落営農のリーダーと生産

組合構成に対するヒアリング、農家、非農家

16歳以上の住民に対する集落の水田環境に

関するアンケートを実施した。 

 

４．研究成果 

（1）選挙を通じてコミューンの執行体制

が成立することで、農村社会においても新

たな人口の移入とともに新住民がコミュ

ーンの運営にかかわる機会が増える。一連

の地方分権によるコミューンの権限の拡

大や、とりわけ、衛生、環境、安全性基準

などに見る EU や国内の法令の遵守義務に

対して、零細コミューンの行政遂行能力は

脆弱である。零細規模の農村コミューンで

は、事務の高度化や権限範囲の拡大のもと

で、単独では時代が求める行政事務を担う

ことは非常に困難であるから、コミューン

共同体に見るように一定の規模を備えた

上位機関に権限を委譲し、専門的なスタッ

フと財源の確保が求められている。 

 

（2）サンセーヌアベイ郡コミューン議会

選挙を通じて、農村コミューンの執行体制

の成立との比較から、我が国各地の農村で

設立されている自治運営協議会は、政策実

施を担う点に限定され、自治機能の向上に

は固有の税財源や代表制の確立を検討す

べき点が示唆された。 

 

（3）フランスにみる有機農業をはじめと

した環境保全型農業の振興体制は、有機農

業者が組織する非営利社団や有機農産物

や安全性の高い地場産農産物を求める消

費者が組織する非営利社団に加えて、慣行

農業団体内に配置される有機農業の推進

普及を担う人材や地方団体における有機

農業振興担当者らが、重層的なネットワー

クを形成していることがわかった。 

 第１は生産者間のネットワークであり、 

出荷組合、共同販売、生産物の融通、有機



 

 

生産者団体間に見られるもの、第２は有機

農業・食品業界のネットワークで、集荷・

加工・処理施設の同時展開、第３は公共セ

クター・市民社会とのネットワークで、 

地場有機農産物の「給食」利用システムの

構築、環境保全・汚染削減防止に対する有

機農業の貢献、有機農業を活用した社会貢

献事業などである。 

 これに合わせて、必要とされる知識の獲

得支援や人材育成には、農業高校における

有機農業のカリキュラム化、高等教育機関

における有機農業の学士コースの導入、こ

れら教育機関をコアにした生産者や実務

者向けの技術・経営情報普及の体制があわ

せて整備された。 

 

（4）我が国の稲作に見る有機農業をはじ

めとした、農薬や化学肥料に依存しない高

度に環境保全的な農法の普及には、零細分

散錯圃制を特徴とする中で、基礎自治体レ

ベルに設置される協議会や集落営農など

の近隣集団を媒介とした技術普及が欠か

せない。集落非農家の関心を喚起しながら、

住民参加による水田環境保全の枠組み作

りの可能性が示され、集落有機畑の準備を

進めることとなった（この計画は福島第１

原子力発電所の事故により、警戒区域に設

定されたことから、実施されていない）。 

 

（5）セミナー「農業がもたらす環境サー

ビスのガバナンス～有機農業を素材とし

た国際比較～」では、有機農業をはじめ、

農薬や化学肥料の使用を避ける農法の普

及には、農業者の関心喚起に加えて、川

上・川下の各事業者のネットワーク、各種

地域アクターのネットワークの同時展開

を必要とする一方、集落の範囲、市町村の

範囲における関心や理解の増幅が求めら

れる点、共通の関心事項となった。 

有機農業の推進と発展から生まれる多

様な地域のネットワークとイノベーショ

ンは、有機農業者間や有機農業・食品業界

のネットワークにとどまらず、地場の有機

食材利用、地域環境保全、社会的弱者に対

する農を通じた就労機会の提供など、公共

セクターと市民社会のネットワークの構

築に及ぶ点で、横断的な近隣システムの構

築に寄与することを確認した。 
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